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地区ザオタン（Giao Tan）村、いわゆる紅河デルタにあたる一農村だった（2,600 世帯 8,200
人、農家 95％、84 氏族、二期作）。 
 事前ミーティングではザオタン村の貧しさが強調されていた。社会学研究所（ベトナム）の
報告書によると、2010 年より適用されている新貧困ラインは年収 500 万ドンであり、ザオタ
ン村の一人当たりの平均年間収入は 1,000 万ドン（約 2,000 人が出稼ぎに出ていて、その収入
も含む）であること、ただし新農村地域の基準 1,600 万ドンと比較すると「貧しい」という。
また紅河デルタでも平均的な一戸当たりの耕地面積 6 サオ（1 サオ＝約 360 ㎡）を占有するザ
オタン村 1 家族の平均年間収入を 189 万ドンと算出し、その貧しさが指摘されたのである。た
だし、この場合の収入は、自家消費分を除いた余剰米の販売によるものである（Institute of 










































































ムドンの 5 省であり、ベトナム全土の 16.5％を占め、ベトナム総人口 9,171 万人のうち 5 省全
－ 93 － 







 ドイモイ政策開始以降、主要農産物である米の増産が進み、ついに 1989 年ベトナムは輸出
国に転じた。同様にコーヒー、天然ゴム、胡椒、カシューナッツなど輸出向け作物も驚異的な
成長をした。1996 年と 2012 年の生産量を比較すると、天然ゴムは 14.5 万トンから 86.4 万ト
ンへ、コーヒー豆は31.7万トンから129.2万トンへ（2015/16年172万トン※USDA （2016））、
胡椒は 1.1 万トンから 11.3 万トンへ、カシューナッツは 6 万トンから 29.8 万トンへ増加して
いる（日本総合研究所（2014）、205 頁参照）。このコーヒー、ゴムの主要生産地が中部高原で
ある。 




付面積は、2015 年約 67 万 ha であり、1985 年の 4.5ha（村田武（2004）、21 頁）と比較する
といかに急速な拡大であるか分かる。中部高原 5 省のうち、作付面積全国 1 位はダクラク省（21
万 ha）、2 位ラムドン省（16 万 ha）、3 位ダクノン省（13 万 ha）、4 位ザライ省（8 万 ha）、
そしてコンツム省は 5 省のうち最下位の 1.3 万 ha であり、全国順位でも 7 位である（5 位ドン
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中ということもあってか、戦争終結までの 15 年間で約 100 万人の移住があったという。統一
後 1976 年から 80 年までの 5 年間で 150 万人の移住があり、この時期が最大規模であった。
1980 年代は 10 年間で 220 万人、その後は開拓移民は減る傾向にあるが、それでも 1961 年か
ら 2000 年までに約 600 万人の開拓移民があったという。 
 岩井は、1976 年-90 年移住総数 440 万人のうち。「紅河デルタが最大の送り出し元となって
おり、総移住人口は 85 万に上る。その移住策の大半は中部高原が占め（35 万 5000 人）、東南
部、メコンデルタと合わせて、同地域から南部への長距離移住人口は 48 万人に上って」（同 85
頁）おり、ここに紅河デルタから中部高原へのラインが浮かび上がる。さらにこの期間中、中
部沿海からも約 19 万人の人々が中部高原へ移動している（約 19 万人）。 
 長憲次は、中部高原への国内移住政策を、三期に分けて概観している。第一期は 1975 年統
一前の、旧南ベトナム政府およびアメリカによる戦略村設置による少数民族の定住化政策、第
二期は 1975 年から 1988 年、統一ベトナムの最も困難な時期の第一次移住政策、第三期は 1989
年から現在に至る経済成長下での第二次移住政策による。彼は、とりわけ 1975 年から 1995
年の統一後、移住者総数は 474 万人で、うち地域内移住が 331 万人、地域間移住が 136 万人、
これに加えて同時期の自発的移住が 84 万人と推計している（長憲次（2005）、284 頁）。いず
























その 1 箇所ごとの面積は家族によって一律ではなく、2ha から 3ha までの開きがあり、それを












1990 年代以降、「本源的蓄積過程」にあるといえるだろう。果たしてここでも 17 世紀イギリ
スのように「資本は頭の先からつま先まで、すべての毛穴から血と汚物をしたたらせながら生
まれてくる」（マルクス『資本論』第 1 巻第 24 章「いわゆる本源的蓄積」第 6 節）のか。そう
ならないために、新江利彦はこうした現状をつぶさに見ながら、国際援助も入った現在の中部



























会社が経営している。従業員は約 500 人で全員がキン族である。この会社は約 1,500ha の農園
を所有し、他の会社を併せると、この一帯のコーヒー農園は約 9,000ha ほどの規模がある。生










あった。この村は、日本の NGO が日本政府の援助資金によって 2007 年から 2010 年まで行っ
た農村開発プロジェクトの対象地であり、おそらくそうした関係で、比較的スムーズに立ち寄
ることができたと思われる（ジーエルエム・インスティチュート（2008） ※タイトルにはダ
ズクワ村とあるが、報告書の中で Dakrwa あるいは Dakrowa とあり、統一されていない。こ
こでは綴りのまま「ダクロア」村としておく）。この報告書によると、「コンツムタウンから南
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